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【様式第1号】

自治体名：王寺周辺広域休日応急診療施設組合

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 316,606,933   固定負債 177,629,727

    有形固定資産 165,583,933     地方債等 133,224,727

      事業用資産 162,823,842     長期未払金 -

        土地 49,264,207     退職手当引当金 44,405,000

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 -

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 31,551,381

        建物 410,262,170     １年内償還予定地方債等 25,732,938

        建物減価償却累計額 -297,181,790     未払金 -

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 44,947,630     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -44,468,375     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 5,653,386

        船舶 -     預り金 165,057

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 209,181,108

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 363,133,310

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -164,153,079

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 -

        土地 -

        土地減損損失累計額 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        建物減損損失累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 32,121,280

      物品減価償却累計額 -29,361,189

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 151,023,000

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 44,405,000

        減債基金 -

        その他 44,405,000

      その他 106,618,000

      徴収不能引当金 -

  流動資産 91,554,406

    現金預金 45,028,029

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 46,526,377

      財政調整基金 46,526,377

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 198,980,231

資産合計 408,161,339 負債及び純資産合計 408,161,339

連結貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：王寺周辺広域休日応急診療施設組合

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 97,106,751

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    使用料及び手数料 81,712,203

    その他 35,077,765

純経常行政コスト 97,106,751

      社会保障給付 500,000

      その他 35,000

  経常収益 116,789,968

        その他 355,218

    移転費用 8,094,839

      補助金等 7,559,839

      その他の業務費用 3,794,256

        支払利息 3,439,038

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 2,307,108

        減価償却費 8,930,148

        その他 -

        その他 21,036,377

      物件費等 92,160,609

        物件費 80,923,353

        職員給与費 83,157,252

        賞与等引当金繰入額 5,653,386

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 213,896,719

    業務費用 205,801,880

      人件費 109,847,015

連結行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：王寺周辺広域休日応急診療施設組合

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 182,978,982 382,242,405 -199,263,423 -

  純行政コスト（△） -97,106,751 -97,106,751 -

  財源 109,648,000 109,648,000 -

    税収等 109,648,000 109,648,000 -

    国県等補助金 - - -

  本年度差額 12,541,249 12,541,249 -

  固定資産等の変動（内部変動） -22,569,095 22,569,095

    有形固定資産等の増加 - -

    有形固定資産等の減少 -8,930,148 8,930,148

    貸付金・基金等の増加 21,361,053 -21,361,053

    貸付金・基金等の減少 -35,000,000 35,000,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 3,460,000 3,460,000 -

  本年度純資産変動額 16,001,249 -19,109,095 35,110,344 -

本年度末純資産残高 198,980,231 363,133,310 -164,153,079 -

連結純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：王寺周辺広域休日応急診療施設組合

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 67,792

本年度歳計外現金増減額 97,265

本年度末歳計外現金残高 165,057

本年度末現金預金残高 45,028,029

財務活動収支 -25,243,688

本年度資金収支額 14,934,895

前年度末資金残高 29,928,077

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 44,862,972

    地方債等償還支出 25,243,688

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債等発行収入 -

    その他の収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 18,300,947

【財務活動収支】

  財務活動支出 25,243,688

    その他の支出 -

  投資活動収入 39,662,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 39,662,000

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 21,361,053

    公共施設等整備費支出 -

    基金積立金支出 21,361,053

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 21,877,636

【投資活動収支】

    税収等収入 109,648,000

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 81,712,203

    その他の収入 35,077,765

  臨時支出 -

    移転費用支出 8,094,839

      補助金等支出 7,559,839

      社会保障給付支出 500,000

      その他の支出 35,000

  業務収入 226,437,968

    業務費用支出 196,465,493

      人件費支出 109,440,776

      物件費等支出 83,230,461

      支払利息支出 3,439,038

      その他の支出 355,218

連結資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 204,560,332



注 記 

 

１．重要な会計方針 

 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  原則として取得原価により計上しています。また、物品は取得価格が５万円以上の場合

に計上しています。 

 有形固定資産等の減価償却の方法 

  定額法を採用しています。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

   建物   ８年～３８年 

   工作物 １０年～２０年 

   物品   ４年～２０年 

 引当金の計上基準及び算定方法 

  ①退職手当引当金 

   退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手

当として支給された総額を控除した額を計上しています。 

  ②賞与引当金 

   職員に対する期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費に備えるため、当年度負担相

当額を計上しています。 

 リース取引の処理方法 

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリ

ース取引及びリース契約１件あたりのリース総額が３００万円以下のファイナンス・

リース取引を除きます。）については、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法によっています。 

 連結資金収支計算書における資金の範囲 

  地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

 採用した消費税等の会計処理 

  税込み方式により処理しています。 

 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

  該当事項はありません。 

 その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  該当事項はありません。 

２．重要な会計方針の変更等 

  該当事項はありません。 

３．重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

４．偶発債務 

  該当事項はありません。 



５．追加情報 

 連結対象団体（会計） 

   一般会計等 一般会計 ： 全部連結 

   公営企業会計 介護保険特別会計 ： 全部連結 

   一部事務組合 総合事務組合 ： みなし連結（Q&Aの追加 4.連結財務書類の手引き 

問 2）に基づき処理） 

 出納整理期間 

   地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整理期間における 現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計

数としています。 

 表示単位未満の取扱い 

  該当事項はありません。 

 その他連結財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

  該当事項はありません。 

 



 

 

 

 

 

附属明細書 

【連結】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【様式第５号】 

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細
　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。
（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位： 円　）

区分
前年度末残高

（A）
本年度増加額

(B)
本年度減少額

（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

 事業用資産 504,474,007 504,474,007 341,650,165 8,257,806 162,823,842

　  土地 49,264,207 49,264,207 49,264,207

　　建物 410,262,170 410,262,170 297,181,790 8,220,487 113,080,380

　　工作物 44,947,630 44,947,630 44,468,375 37,319 479,255

 物品 32,121,280 32,121,280 29,361,189 672,342 2,760,091

合計 536,595,287 536,595,287 371,011,354 8,930,148 165,583,933

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位： 円　）

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

 事業用資産 162,823,842 162,823,842

　　土地 49,264,207 49,264,207

　　建物 113,080,380 113,080,380

　　工作物 479,255 479,255

 物品 2,760,091 2,760,091

合計 165,583,933 165,583,933

④基金の明細 （単位： 円　）

現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上
額)

(参考)財産に関す
る調書記載額

29,345,460 29,345,460 29,345,460

17,180,917 17,180,917 17,180,917

44,405,000 44,405,000 44,405,000

90,931,377 90,931,377 90,931,377

（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位： 円　）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

158,957,665 25,732,938 158,957,665

158,957,665 25,732,938 158,957,665 0 0 0 0 0 0 0

②地方債（利率別）の明細 （単位： 円　）

地方債残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均
利率

158,957,665 105,787,108 53,170,557 0.0%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位： 円　）

地方債残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

158,957,665 25,732,938 26,231,740 26,740,278 27,258,751 27,787,349 25,206,609

⑤引当金の明細 （単位： 円　）

目的使用 その他

39,743,000 4,662,000 44,405,000

5,247,147 5,653,386 5,247,147 5,653,386

44,990,147 10,315,386 5,247,147 0 50,058,386

市場公募債 その他

【通常分】

　　臨時財政対策債

【特別分】

地方債残高 政府資金

　　退職手当債

　　減税補てん債

合計

　　臨時税収補填債

　　財源対策債

　　厚生福祉施設整備事業債

市中銀行種類

賞与等引当金

合計

前年度末残高 本年度増加額

退職手当引当金

区分

その他の
金融機関

本年度末残高
本年度減少額

　　その他

種類

財政調整基金（一般分）

合計

地方公共団体
金融機構

その他基金（連結会計）

財政調整基金（訪看分）



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細 （単位： 円　）

合計

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位： 円　）

会計 区分 金額

一般会計 税収等 7,100,000

102,548,000

109,648,000

国県等補助金 国庫支出金

都道府県等支出金

計 0

国庫支出金

都道府県等支出金

計 0

小計 0

合計 109,648,000

（２）財源情報の明細 （単位： 円　）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

97,106,751 72,614,070 24,492,681

0

21,361,053 21,361,053

118,467,804 93,975,123 24,492,681

４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位： 円　）

本年度末残高

44,862,972

44,862,972

交付税

負担金・分担金

支出目的

計

各種負担金

計

相手先 金額

7,559,839
その他の補助金等

名称

0

7,559,839

種類

現金及び預金

合計

小計

財源の内容

純行政コスト

有形固定資産等の増加

内訳

合計

金額

資本的
補助金

経常的
補助金

区分

貸付金・基金等の増加

その他

7,559,839

区分

他団体への公共施設等整備補助金
等
(所有外資産分)


